
「地域ICTクラブ」地域実証事業
実施計画書
0． 実施体制
	協議会等の代表団体

	
	代表団体名
	※団体名を記載
　例１）株式会社○○

　例２）○○市教育委員会



	
	代表者名

	例１）株式会社○○　代表取締役社長○○
例２）○○市教育委員会　教育長○○



	
	代表団体の形態
	□自治体　□民間企業　□特定非営利法人　□その他（　　　　　　　　　　　）　
※代表団体の該当する形態をチェック（■）すること。

	
	管理者・担当者
	※①配置予定者名、②所属・役職、③担務の内容、④連絡先　⑤特記事項

注１　氏名にはふりがなをふること。

注２　②所属・役職については、代表団体を除く協議会等の構成員に所属する者を担当者とする場合、団体名等も記載すること。

注３　特記事項は、教育の情報化に関する業務の実績がわかるようこれまでの経歴等を記載すること。管理者・担当者以外の者が実績を持つ場合、その者の名前・所属・役職・実績を記載すること。

	協議会等の組織

	
	（協議会等名称）　　　　　　（代表団体）


　　　　　　　　　　　　　　（構成員）



　　　　　　　　　　　　　　（構成員）



　　　　　　　　　　　　　　（他の構成員）


（注１）「担当する業務の範囲・内容」には、各構成員の分担業務が分かるよう具体的に記載。
（注２）上記の代表団体の役割等と整合を図ること。

（注３）第三者に業務の一部を再委託する場合、当該再委託先とその業務を明記すること。



1． 実施スケジュール

実証の年間スケジュールについて簡潔に図示すること。
2． 実施計画

※：必要に応じてイラストや図を入れるなど、わかりやすく記載すること。
	項目
	内容

	タイトル
	提案内容の訴求ポイントを見据えて、タイトルを付すこと。



	実施地域
	事業を実施する地域を記載すること（○○県○○市等）。



	概　要
	事業のねらい、提案内容の訴求ポイント、実証で取り組む課題を含め、実証の概要についてわかりやすく記載すること。


	事業費
	○○○千円（千円未満切り捨てで記載すること）



＜実施計画概要＞
＜実施計画＞
（１）地域ICTクラブの企画、構築支援
	＜事業のねらいの策定＞
本事業のねらいについて、地域の状況等策定にあたり考慮した事項等が明確になるよう記載すること。
＜実証地域での地域ICTクラブの組織化支援＞
「メンター」、「サポーター」、「参加児童等」の募集、地域ICTクラブの形成など、応募要項６．（１）①に関する具体的な取組について明記すること。
＜活動計画・講座等の内容の企画＞
プログラミング等のICT/IoTを楽しく学び合うことができるテーマ設定、活動のインセンティブになる目標設定、障害児者や社会人・高齢者を含む学び合い、国内外の交流など、応募要項６．（１）③に関する具体的な取組について明記すること。
＜特記事項＞
特記すべき内容があれば記載すること。




（２）地域ICTクラブの活動に必要なリソースの確保
	＜メンターの確保（募集・育成・派遣）＞

実証地域に在住する地域住民を対象としたメンター募集・育成、育成したメンターによる講座の開講など、応募要項６．（１）③に関する具体的な取組について明記すること。
＜教材の確保＞
講座の難易度に準じた教材設定、クラウドを活用した教材共有による複数の地域ICTクラブの支援など、応募要項６．（１）④に関する具体的な取組について明記すること。
＜端末・通信環境の確保＞
地域にある既存の端末・通信環境の活用状況、本事業に基づく新設になる場合は導入機材のネットワーク構成、事業終了後の導入機材の管理体制など、応募要項６．（１）⑤に関する具体的な取組について明記すること。
＜会場の確保＞
関係機関と連携した会場の確保、継続利用をしていくにあたっての課題の整理など、応募要項６．（１）⑥に関する具体的な取組について明記すること。
＜特記事項＞
特記すべき内容があれば記載すること。




（３）地域ICTクラブの運用管理
	＜講座の運用及び進捗の管理＞
講座運用の管理、サポーター、メンター、参加児童等に対してアンケートを実施し、地域ICTクラブの今後の活動に係る検討素材を収集するなど、応募要項６．（１）⑦に関する具体的な取組について明記すること。
＜実証地域内外での活動状況の周知・広報＞
公開日の設定、ウェブによる情報公開、「未来の学びコンソーシアム」の活用など、応募要項６．（１）⑨に関する具体的な取組について明記すること。
＜特記事項＞
特記すべき内容があれば記載すること。




（４）実証終了後の自走・普及に向けた構想
	＜同地域で継続的に活動していくための支援体制の検証＞
①～⑧を踏まえた地域ICTクラブの継続運用に関する計画など、応募要項６．（１）⑩に関する具体的な取組について明記すること。
＜特記事項＞
他地域への展開計画等、特記すべき内容があれば記載すること。




（５）費用対効果

	予算計画書に対する実証成果・効果の優位性、効率的に実証を進めるための工夫、実証後の継続にかかる費用抑制にかかる工夫等について記載すること。




（様式２）





赤字は記載例等のため提出時には削除すること





●●株式会社


【担当する業務の範囲・内容】


　・業務全体の企画調整、総括、進捗管理


　・講座内容の企画　等





XX協議会





△△市


【担当する業務の範囲・内容】


　・講座の会場の提供


　・□△データの提供　等





●●大学


【担当する業務の範囲・内容】


　・大学生への周知・案内


　・教室、ICT機材の提供　等
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